別記様式第１号

令和　　年　　月　　日　　



　農林水産省大臣官房総括審議官（新事業・食品産業）　殿



（応募者）
名称
代表者職名
代表者氏名



令和８年度業種横断型技術開発実証事業に係る課題提案書


令和８年度業種横断型技術開発実証事業に係る課題提案書を、別添のとおり関係書類を添えて提出します。























別添１

課題提案書（応募者に関する事項）

	事業名
	令和８年度業種横断型技術開発実証事業



補助事業者の概要
	


応募責任者名及び連絡先





	団体名

	
	氏名（ふりがな）

	
	所属（部署名等）

	
	役職

	
	
所在地


	
	電話番号
	



	ＦＡＸ
	




	
	
E-mail

	
会計担当者名及び連絡先
	氏名（ふりがな）

	
	所属（部署名等）

	
	役職

	
	電話番号
	



	ＦＡＸ
	




	
	
E-mail 




　共同申請者の概要（共同申請の場合のみ記載してください。）
※こちらに上記の表をコピーして作成ください。

（注意事項）
· 応募責任者については、本事業の責任者を記載してください。
· 会計担当者については、本事業に関して連絡可能な方を記載してください。
· コンソーシアムとして応募する場合、代表団体の応募責任者、会計担当者を記載してください。


別添２
課題提案書（取組内容に関する事項）

	１　事業概要

	※本事業で実施するプロジェクトの目標を設定した上で、その目標をどのような手段で達成するのか記載してください。なお、本事業の実施が、業界全体の生産性向上にどのような形で寄与するのかといった観点も含めて説明してください。





	２　事業の実施体制

	※プロジェクトの実施にあたっての企業・団体間の連携体制について、それぞれの名称や概要、役割がわかるように図などを用いて説明してください。その上で、各企業・団体内部での実施体制（担当部門等）についても併せて説明してください。
※現時点で未確定の関係者については調整中等の注を併記してください。





	３　事業の実施方法

	※本事業の実施方法について、誰が、何を、どのような取組を行うのかがわかるように詳細に記載してください。





	４　事業の実施スケジュール

	※第８に定める補助事業実施期間内で完了するスケジュールを具体的に記載してください。
※時系列に従って具体的（いつどこで誰が何をする、いつどこに何を設置、納品等）に記載してください。





	５　事業の短期目標


	※第８に定める補助事業実施期間内で達成しようとする目標を記載してください。





	６　事業の長期目標


	※「５　事業の短期目標」を踏まえ、そこで得られた成果を業界内で普及させるために取り組む内容について記載してください。





	７　その他確認項目

	【行政施策（食料システム法計画認定制度）との関連性】
食料システム法（食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者による事業活動の促進及び食品等の取引の適正化に関する法律）における安定取引関係確立事業活動計画、流通合理化事業活動計画、環境負荷低減事業活動計画、消費者選択支援事業活動計画の認定を受けている場合には、以下の書類を提出してください。

・認定通知書（食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者による事業活動の促進及び食品等の取引の適正化に関する法律に基づく計画認定等事務取扱要領別記様式第７号とその添付資料）


	【補助事業者の概要】
補助事業者のホームページがある場合には、そのURLを記載してください。
　http://www.****

上記ホームページに、以下の情報が記載されている場合は☑をお願いします。
□　業務（事業）内容
□　財務状況

	【重複申請の有無】
有・無
※有の場合は、申請中の応募事業名及び事業概要を記載してください。



	【既採択事業・実施中の事業】
今年度既に採択が決定及び実施している事業があれば、その事業名及び事業概要を記載してください。



	【交付決定取消の有無】
過去３年以内における補助金等の交付決定取消の原因となる行為の有無及びその概要
※該当する場合は、当該取消を受けた日を記載してください。





別添３
経　費　内　訳　書

（単位：千円、税込）
	区　　分
	

	備　考

	
	事 業 費
	国庫補助金
	自己負担
	

	※事業の実施内容との関係が分かるよう可能な限り具体的な積算に努めてください。
	
	
	
	・○○○千円
  内訳（員数×単価）除税
・○○○千円
  内訳（員数×単価）含税

	
計

	


	


	

	




（注） ・備考欄には、経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を記載してください。
・補助金の交付決定前に発生する経費は、自己負担となります。
・事業を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように記載してください。
・謝金、旅費については、その単価等が分かる資料を添付してください。
・国庫補助金欄について、消費税仕入税額控除があり、かつ、その金額が明らかな場合、これを減額して記載してください。ただし、免税事業者との取引の可能性がある等、課題提案書の提出時において消費税仕入控除税額が明らかでない場合は、この限りではありません。
別記様式第２号

団　体　の　概　要


１　団体の名称

２　主たる事務所の所在地

３　代表者の役職名及び氏名

４　設立年月日

５　事業年度（　月～　月）

６　構成員の概要
	
名　称
	
所在地
	
代表者氏名
	
概　要
	
備　考

	




	




	




	
※事業概要、従業員数、資本金、売上高等について記載


	







７　設立目的

８　事業の内容

９　特記すべき事項

１０　添付書類
（１）定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約（又はこれに準ずるもの）及び総会等で承認されている直近の事業計画及び収支予算等
（２）新たに設立された団体にあっては、設立に関する関係者の協議・調整等を示す書類（設立総会資料、設立総会議事録等）
（３）その他参考資料

